


 
 

 (2) 札幌市内に活動拠点（本社又は営業所等）を有し、札幌市内で業務を実施するこ

とができること。 

  (3) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当しないこ

と。 

 (4) 企画提案書の提出期限の時点において、札幌市競争入札参加停止等措置要領（平

成 14年４月 26日財政局理事決裁）に基づく参加停止措置を受けていないこと。 

 (5) 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続き開始の申立て又は民事

再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされている

者（手続き開始決定後の者は除く。）等経営状況が著しく不健全でないこと。 

(6) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月 15日法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団その他の反社会的団体である者又はそれらの構

成員が行う活動への関与が認められる者でないこと。 

 

４ 提案説明書等の交付方法 

令和７年６月 23日（月）から、札幌市公式ホームページにて公開する。 

 

５ その他 

  本手続きに係る詳細は、「提案説明書」による。 


